
様式２

法人名 社会医療法人　恒心会

所在地 鹿児島県鹿屋市笠之原町27番22号
　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．資　　産　　額 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．負　　債　　額 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．純　資  産  額 千円

　（内  　訳） （単位：千円）

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

  土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

土　　地　( ■ 法人所有　□ 賃借　□  部分的に法人所有 (部分的に賃借))

建　　物　( ■ 法人所有　□ 賃借　□  部分的に法人所有 (部分的に賃借))

財　　　産　　　目　　　録

（令和6年 3月31日現在）

※医療法人整理番号

6,969,286

3,969,254

3,000,032

金　　　　　　額区　　　　　　　　　　　　　　    分

　　Ａ　流　動　資　産

　　Ｂ　固　定　資　産

3,502,049

3,467,236

　　Ｃ　資　産　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ＋Ｂ） 6,969,286

　　Ｄ　負　債　合　計 3,969,254

　　Ｅ　純　　資　　産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（Ｃ－Ｄ） 3,000,032



様式 3 - 1

法人名 社会医療法人　恒心会

所在地 鹿児島県鹿屋市笠之原町27番22号

　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ流動資産 3,502,049 Ⅰ流動負債

    　　現金及び預金 2,387,352     買掛金

    　　事業未収金 934,417     短期借入金

　　　　有価証券 100,000 　　前受収益

   　　 たな卸資産 47,813     未払金

    　　前払費用 1,617     未払費用

    　　役員従業員短期貸付金 8,518     未払法人税等

    　　その他の流動資産 22,332     未払消費税等

Ⅱ固定資産 3,467,236     仮受金

  １　有形固定資産 3,157,877     従業員預り金

    　　建物 1,568,302     賞与引当金

    　　構築物 37,112

   　　 医療用器械備品 149,102

   　　 その他の器械備品 155,312 Ⅱ固定負債

    　　車両及び船舶 6,678     長期借入金

    　　土地 1,198,908     退職給付引当金

　　　　建設仮勘定 42,460 　　役員退職給付引当金

  ２　無形固定資産 72,609     その他の固定負債

    　　ソフトウェア 69,801

    　　電話加入権 2,808

  ３　その他の資産 236,749

    　　役職員等長期貸付金 70,690

    　　長期前払費用 12,023 Ⅰ積立金

    　　保険積立金 151,428     設立等積立金

    　　その他の固定資産 2,608     繰越利益積立金

6,969,286

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

1,491,101

118,778

760,384

※医療法人整理番号

貸　　借　　対　　照　　表

（令和6年 3月31日現在）

負　　債　　の　　部
科　　　　目 科　　　　目 金　　　額

資　　　産　　の　　部
金　　　　額

318,769

71

2,478,152

38,634

169,784

3,554

470

804,302

10,065

純　資　産　の　部

負　債　合　計

82,554

208

80,447

882,068

資　産　合　計

3,000,032

6,969,286

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

科　　　　　目 金　　　額

2,117,964

3,000,032

1,645,168

3,969,254



様式 4 - 1

法人名 社会医療法人　恒心会

所在地 鹿児島県鹿屋市笠之原町27番22号

　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　　事　業　損　益

　　　Ａ　　本 来 業 務 事 業 損 益

           1　　　事　　業　　収　　益

　　　　　2　　　事　　業　　費　　用

　　　　　　　　　　　本　来　業　務　事　業　利　益

　　　Ｂ　　附 帯 業 務 事 業 損 益

           1　　　事　　業　　収　　益

　　　　　2　　　事　　業　　費　　用

　　　　　　　　　　　附　帯　業　務　事　業　利　益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事　　　業　　　利　　　益

Ⅱ　　事　業　外　収　益

　　　　　　　　受　　　 取　　　 利　　　 息 690

Ⅲ　　事　業　外　費　用

　　　　　　　　支　　　 払　　　 利　　　 息 15,676

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　　常　　　利　　　益

Ⅳ　　特　別　利　益

Ⅴ　　特　別　損　失

　　　　　　　　固　定　資　産　除　却　損 109

　　　　　　　　そ の 他 の 特 別 損 失 136,321

　　　　　　　　　　　税　　　引　　　前　　　当　　　期　　　純　　　利　　　益

　　　　　　　　　　　法　 人 　税　 ・ 　住 　民 　税 　及 　び 　事 　業 　税 71

　　　　　　　　　　　当　　　　　　 期　 　　　　　純 　　　　　 利　 　　　　　益

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

408,883

5,887,481

28,168

47,105

-18,937

361,778

※医療法人整理番号

損　　益　　計　　算　　書

(自　令和5年　4月　1日　　　　至　令和6年　3月31日）

科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

5,868,544

71

136,430

-123,319

690

15,676

-123,248

13,182



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１ 継続企業の前提に関する事項 

該当なし 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・その他有価証券（市場価格のあるもの） 

当会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直  

入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。 

・その他有価証券（市場価格のないもの） 

移動平均法による原価法によっております。 

② たな卸資産 

 最終仕入原価法に基づく原価法によっております。 

 

３ 固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した（建 

物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しております。 

また、取得価額が 20 万円未満の減価償却資産（一括償却資産）について

は、3年間で均等に償却しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

   建物         １０年～３９年 

   建物付属設備      ３年～１８年 

   構築物        １０年～５０年 

   医療用器械備品     ２年～１５年 

   その他の器械備品    ２年～１５年 

   車両運搬具       ６年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 

 



③ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお 

ります。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま 

す。 

 

４ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、前々会計年度末日の負債総額が 

200億円未満であることから、債権について法人税法における貸倒引当金

の繰入限度額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会 

計年度に負担すべき額を計上しております。 

 

③ 退職給付引当金 

   職員の退職給付に備えるため、前々会計年度末日の負債総額が 200億円 

未満であることから、当会計年度末における退職給付債務を簡便法（退職 

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により計算 

し、計上しております。 

    

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計 

上しております。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

① リース取引の処理方法 

リース取引開始日の前々会計年度末日の負債総額が 200億円未満である 

ことから、リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外



のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 

② 補助金等の会計処理方法 

   運営費補助金のように補助対象となる支出が事業費に計上されるものに 

ついては、事業収益に計上しております。 

   固定資産の取得に係る補助金等については、受取った会計年度に特別利 

益に計上しております。 

なお、対象となる固定資産については法人税法上の圧縮記帳が認められ

ている場合は、固定資産を直接減額する方法によって処理しております。 

 

７ 担保に供されている資産に関する事項 

  【担保に供されている資産】 

科目 金額（千円） 

建物 １，５２３，２２３ 

土地 １，０９５，５２０ 

       計 ２，６１８，７４４ 

 

  【担保に係る債務】 

科目 金額（千円） 

短期借入金 ５６０，０００ 

長期借入金（１年内返済予定をむ） １，８４５，５５２ 

       計 ２，４０５，５５２ 

  

８ 医療法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

 

 ① 法人である関係事業者 

 

    該当なし 

 

 ② 個人である関係事業者 

種類 氏名 職業 関係事業者

との関係 

取引の内容 取引金額

（千円） 

科目 期末残高

（千円） 

役員及びそ

の近親者 

小倉 雅 当法人理事

長 

債務の被保

証 

※注１ 725,052 ― ― 

 



取引の条件及び取引条件の決定方針等 

 

※1 当法人は、銀行借り入れに対して理事長 小倉 雅 より債務保証を 

受けている。なお保証料の支払は行っていない。 

 

９ 重要な偶発債務に関する事項 

    該当なし 

 

１０ 重要な後発事象に関する事項 

    該当なし 

 

１１ その他医療法人の財政状況又は損益の状況を明らかにするために必要な 

事項 

 

➀ 債権の金額、貸倒引当金及び当該債権の当期末残高 

科  目 債券金額 

(千円) 

貸倒引当金残高 

(千円) 

貸借対照表残高 

(千円) 

事業未収金 ９５６，９６７ ６２７ ９５６，３３９ 

   計 ９５６，９６７ ６２７ ９５６，３３９ 

   

② 簡便法適用しているが、会計基準適用時差異未処理額が存在する場合 

 の退職給付関係 

 

  （１）退職給付債務及びその内訳 

 （単位：千円） 

区分 退職給付引当金 役員退職給付引当金 

①  退職給付債務 

 

 

９６３，７２２ 

 

６３９，３７５ 

②  年金資産 

 

          

― 

 

― 

③  会計基準適用時 

 差異の未処理額 

 

△２２３，３５７ 

 

△５５６，８２１ 

④  退職給付引当金

（①＋②＋③） 

 

７４０，３６５ 

 

８２，５５４ 



 

（２）会計基準適用時差異の処理年数 １０年 

 

③ 補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額 

                            （単位：千円） 

交 付 者 内  訳 損益計算書へ

の影響額 

貸借対照表へ

の影響額 

鹿児島県 新型コロナウイルス感染症

関連補助金他 

 

２５，０４５ 

 

４，７６３ 

鹿屋市 二次救急医療体制整備補助

金他 

 

３１，７５９ 

 

１４，７０８ 

鹿児島大学 

 

臨床研修医補助事業補助金  

１，３５１ 

 

１，３５１ 

国保連合会 介護サービス事業所物価高

騰対策支援補助金等 

 

１，４２３ 

 

 

④ 有形固定資産の減価償却累計額     ４，８９８，９６８千円 

  

⑤ 令和 5年度より役員退職慰労金を計上しています。 

 

⑥ 財務諸表の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


